
平成29年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取組の
課題

特別徴収税額通知書へマイナンバー記
載等が開始され、発送業務について封
入封緘を人的作業で行っており個人情
報の取扱について慎重に行っていく必
要がある。

④今後
(H30以降)

の
改善計画

発送業務にかかる封入封緘作業につい
て外部委託（機械管理）等を行うこと
により誤封入等の人的ミスを防ぐ必要
がある。

①今年度
(H29)の
改善計画

②今年度
(H29)に
実施した

取組

特徴に対応できなかった事業所へ、特
徴の制度を理解してもらい、更なる特
徴の徹底を図って行く必要がある。

特徴一括をはじめとして、課税事務の
適正化、効率化のため、制度の研究、
研鑽を行い、定期的に課内研修を実施
する等事務の充実を図った。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅲ　要　改　善　（事業は継続するが、更なる改善が必要）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

個別評価 Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進める
べき

有効性

市関与の必要性

Ｂ　必要性は変わらな
い

16,624,200 15,910,120 16,083,448

1.00 1.00

必要性

平成28年度

17,294,945

20,060,169

33,919,145 33,719,060 36,143,617

平成27年度

16.00 21.00

今後の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

17,294,945

89473 92323 人

189692 ↗↗↗

平成29年度

18.00

17,808,940

1.00

20,060,169

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

人役・嘱託(人)

④

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

事業名

政　策
施　策

06

↗↗↗ 実績値

実績値201759 193445 件

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

課税資料の仕分け、資料内容の確認、徴収方法の確認等、入力に必要な項目を整備する。

課税資料は紙ベースでの提出であったが、確定申告書については国税連携の開始により100％
データ化され、給与支払報告書及び公的年金支払報告書についてもエルタックスの導入により
データ化が進んでいる。また、特徴の徹底により、特徴義務者が増加し会社等からの問い合わ
せや異動届出が増大し、今まで以上にデータ入力等対応が必要となっている。

市民税課税事務を効率的に実施し適正な課税に努める

主管課長 大島　尚文健全で効率的な行財政運営

名　　称 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6-2

主管課 市民税課

会計 小事大事

01

目項

02 02 01 02 01

17,808,940

③

対象

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市民税の納税義務者 意図
事業
目的

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

⑤

⑥

指標

①

② 課税資料の処理件数

課税客体（個人） 86528

市民税事務管理事業

公・民パ－トナ－シップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実）


